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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第２四半期
連結累計期間

第19期
第２四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日

売上高 (千円) 3,951,587 4,194,636 8,300,489

経常利益 (千円) 350,210 396,377 1,079,475

四半期(当期)純利益 (千円) 184,510 253,266 623,343

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 185,524 255,916 623,733

純資産額 (千円) 2,022,527 2,589,886 2,460,737

総資産額 (千円) 4,786,629 4,946,295 5,537,498

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 39.31 53.96 132.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 42.3 52.4 44.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 135,805 △ 618,330 994,024

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 119,480 △ 123,132 △ 198,997

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 34,718 △ 215,456 △ 234,275

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,955,389 1,850,533 2,805,512

　

回次
第18期

第２四半期
連結会計期間

第19期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 17.99 35.90

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、平成25年11月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益を算定してお

ります。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（以下、当第２四半期）におけるわが国経済は、消費税率引上げの反動で需要の落

込みが長期化していることや、円安基調が原材料価格の高騰による純輸出への効果を減少させているなど先行き

停滞感を増す懸念材料はあるものの、経済・金融政策の効果に支えられ企業業績や雇用情勢の改善等、緩やかな

回復基調で推移しております。

ソフトウエア・情報サービス業界におきましても、受注競争は依然厳しいものの、企業収益の改善・設備投資

の回復に伴い、競争力強化に向けたクラウドやビッグデータ等のＩＴサービスへは積極的な投資も増加しつつあ

ります。

当社グループは、わが国を代表する数々の企業グループをお客様に持ち、そうしたお客様の継続的な企業価値

向上に寄与するために、例えば、①企業グループ内の会計方針の統一を可能とするソリューション②企業グルー

プ内のＥＲＰ導入支援及びＢＩ分野でのサービス提供③企業グループの連結決算・納税業務を一括して引受ける

アウトソーシング・サービスなど、業務効率の改善に資する専門性の高い業務ソフトウエアや、企業グループ内

に蓄積された情報の有効活用に役立つサービスを提供しております。

当第２四半期においては、前年度に獲得した大型案件や企業グループ内ＥＲＰの導入支援でコンサルティン

グ・サービスへの需要が増加した他、アウトソーシング・サービスも伸張いたしました。また、前四半期に引続

き当社グループの既存事業の基盤を強化し、更に今後の成長に不可欠な人財やＩＴへの支出を行ってきた一方、

前四半期における収益性低下の主要因となった不採算プロジェクトが収束し、新事務所開設やＥＲＰ製品用の会

計テンプレート開発に伴う一時的費用の発生もなくなったことから、収益性は改善いたしました。

この結果、当第２四半期の連結業績は、売上高4,194,636千円（前年同四半期比6.2％増）、営業利益400,859千

円（前年同四半期比13.0％増）、経常利益396,377千円（前年同四半期比13.2％増）、当四半期純利益253,266千円

（前年同四半期比37.3％増）となりました。

事業形態別の売上高の状況は以下のとおりです。

＜ライセンス販売＞

決算早期化やグループ経営管理の高度化などのニーズを捉えた提案に努めておりますが、大型案件が前期に比べ

減少しており、ライセンスの売上高は327,549千円（前年同四半期比17.3％減）となりました。

＜コンサルティング・サービス＞

不採算案件の対応に人員を追加投入したため、対前年同期に比べ売上高が大幅に減少した子会社がありましたが、

他３社は堅調な需要に支えられて売上高も前年同期を上回ることとなり、この結果、グループ全体としてのコンサ

ルティング・サービスの売上高は2,476,618千円（前年同四半期比7.7％増）と前年同四半期に比べ243,048千円の増

収になりました。

＜サポート・サービス＞

サポート・サービスの売上高の1,264,936千円（前年同四半期比11.4％増）の８割以上は、主力製品である

DivaSystemの保守料と同製品を活用してお客様への連結決算業務等のアウトソーシング・サービスの提供による収

入からもたらされています。継続的なバージョンアップによる製品機能の強化に加え、お客様からの様々なご質問

や支援のご要請に迅速に応えて行くことを通じて顧客満足度の向上を図っており、その結果、保守料収入は高い継

続利用率に支えられ堅調に増加推移して来ております。また、アウトソーシング・サービスも継続的な営業努力が

実り、大手のお客様からの引合いも増加しております。
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＜情報検索サービス＞

検索機能の継続的な強化・拡張により顧客基盤は安定的に推移しております。特定顧客向けに開示情報を利用し

たレポートを作成するスポットの売上が発生したこともあり、情報検索サービスの売上高は125,531千円（前年同四

半期比3.5％増）となりました。

なお、当第２四半期の受注及び販売の状況は、次のとおりとなっております。

① 受注状況 （単位:千円［単位未満切捨て]）

　
前年同四半期 当第２四半期 増減

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

ライセンス販売 395,835 － 327,549 － △ 68,286 －

コンサルティング・
サービス

2,497,645 952,372 2,722,129 979,628 224,483 27,256

サポート・サービス 1,005,942 712,065 1,132,304 755,884 126,362 43,818

情報検索サービス 128,430 61,398 131,573 61,142 3,143 △ 255

合計 4,027,854 1,725,836 4,313,556 1,796,655 285,702 70,819

② 販売実績 　（単位:千円［単位未満切捨て]）

　
前年同四半期 当第２四半期 増 減

金 額 金 額 金 額 増減率(％)

ライセンス販売 395,835 327,549 △ 68,286 △17.3

コンサルティング・
サービス

2,299,354 2,476,618 177,264 7.7

サポート・サービス 1,135,055 1,264,936 129,881 11.4

情報検索サービス 121,342 125,531 4,188 3.5

合計 3,951,587 4,194,636 243,048 6.2

（注）上記①、②の表の金額には、消費税等は含まれていません。
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（2）財政状態の状況

当第２四半期末の資産合計は、4,946,295千円（前連結会計年度末比591,202千円減少）となりました。これは

主に、賞与や法人税等の支払いによる現金及び預金の減少954,978千円と、大型案件の検収による受取手形及び売

掛金の増加426,830千円等により流動資産が554,679千円減少したことに加え、のれんの減少56,550千円、ＩＴ投

資によるソフトウエアの増加13,359千円等により固定資産が35,890千円減少したことによるものです。

一方、負債合計は2,356,408千円（前連結会計年度末比720,352千円減少）となりました。これは主に賞与引当

金の減少191,672千円、未払法人税等の減少199,130千円、並びに前受収益の減少136,750千円等により流動負債が

636,700千円減少したことに加え、長期借入金の約定返済61,230千円等により固定負債が83,652千円減少したこと

によるものです。

また、純資産合計は四半期純利益253,266千円の計上と剰余金の配当126,732千円の支払いにより、2,589,886千

円（前連結会計年度末比129,149千円増加）となりました。この結果、自己資本比率は52.4％（前連結会計年度末

は44.4％）と、50％台に回復しており安定的な財務バランスを保っているものと考えております。

（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ954,978千

円減少し、1,850,533千円となりました。

　当第２四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、618,330千円となりました。（前年同四半期は135,805千円の使用）

　収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益396,377千円、減価償却費66,154千円等であり、支出の主な内訳

は、賞与引当金の減少額191,672千円や法人税等の支払額287,533千円などの季節性資金の支出と、売上高増加に

伴う売上債権の増加額425,460千円や保守サービスの売上高計上に見合う前受収益の減少額136,750千円等、通常

の事業活動で生じる増加運転資金であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は123,132千円となりました。（前年同四半期は119,480千円の使用）

支出の内訳は、子会社の事務所移転と新規事務所開設に伴う有形固定資産の取得による支出92,038千円、ソフト

ウエア投資に伴う無形固定資産の取得による支出25,589千円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は215,456千円となりました。（前年同四半期は34,718千円の使用）

　支出の主な内訳は、配当金の支払126,732千円と長期借入金の約定返済54,530千円であります。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更、新たに生じた課題等はありません。

（5）研究開発活動

当第２四半期における研究開発活動の金額は、132,417千円であります。

なお、当第２四半期において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（6）従業員の状況

当第２四半期において、従業員数の著しい増減はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,788,000

計 7,788,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,694,000 4,694,000
東京証券取引所

JASDAQ
(グロース)

単元株式数
100株

計 4,694,000 4,694,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 4,694,000 ― 288,400 ― 225,200
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(6) 【大株主の状況】

平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

森 川 徹 治 東京都港区 1,700,000 36.22

アバント従業員持株会 東京都港区港南二丁目15番２号 572,200 12.19

野 城 剛 埼玉県朝霞市 326,800 6.96

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 271,700 5.79

株式会社オービックビジネスコ
ンサルタント

東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 200,000 4.26

ピー・シー・エー株式会社 東京都千代田区富士見一丁目２番21号 194,600 4.15

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 98,300 2.09

和 田 成 史 東京都千代田区 89,200 1.90

鈴 木 邦 男 東京都世田谷区 74,900 1.60

森 川 敬 之 茨城県古河市 70,000 1.49

計 ― 3,597,700 76.64

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,693,500 46,935 ―

単元未満株式 普通株式 300 ― ―

発行済株式総数 4,694,000 ― ―

総株主の議決権 ― 46,935 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が27株含まれております。

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アバント

東京都港区港南
二丁目15番２号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00

（注）上記自己保有株式には、単元未満株式27株は含まれておりません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,805,512 1,850,533

受取手形及び売掛金 1,217,909 1,644,740

仕掛品 109,907 143,903

原材料及び貯蔵品 1,730 -

繰延税金資産 188,418 103,576

その他 175,302 207,081

貸倒引当金 △762 △6,496

流動資産合計 4,498,018 3,943,338

固定資産

有形固定資産 254,045 249,241

無形固定資産

のれん 367,575 311,025

ソフトウエア 37,271 50,630

その他 973 954

無形固定資産合計 405,819 362,609

投資その他の資産

投資有価証券 5,000 5,000

敷金及び保証金 318,565 324,070

繰延税金資産 34,990 41,609

その他 19,265 19,265

投資その他の資産合計 377,822 389,945

固定資産合計 1,037,687 1,001,796

繰延資産

社債発行費 1,792 1,159

繰延資産合計 1,792 1,159

資産合計 5,537,498 4,946,295
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 255,790 304,742

1年内償還予定の社債 60,000 60,000

1年内返済予定の長期借入金 122,460 129,160

リース債務 2,497 3,474

未払金及び未払費用 225,467 188,952

未払法人税等 263,613 64,483

前受収益 1,020,456 883,705

賞与引当金 397,328 205,655

役員賞与引当金 70,604 2,028

役員退職慰労引当金 3,000 -

受注損失引当金 - 2,808

資産除去債務 7,811 -

その他 230,248 177,568

流動負債合計 2,659,279 2,022,579

固定負債

社債 30,000 -

長期借入金 273,750 212,520

リース債務 4,320 8,013

繰延税金負債 186 163

資産除去債務 109,224 113,131

固定負債合計 417,481 333,829

負債合計 3,076,760 2,356,408

純資産の部

株主資本

資本金 288,400 288,400

資本剰余金 225,200 225,200

利益剰余金 1,947,025 2,073,559

自己株式 △92 △127

株主資本合計 2,460,532 2,587,031

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 24 46

為替換算調整勘定 180 2,808

その他の包括利益累計額合計 204 2,855

純資産合計 2,460,737 2,589,886

負債純資産合計 5,537,498 4,946,295
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 3,951,587 4,194,636

売上原価 2,222,301 2,388,761

売上総利益 1,729,285 1,805,874

販売費及び一般管理費 ※１ 1,374,437 ※１ 1,405,015

営業利益 354,848 400,859

営業外収益

受取利息 300 229

還付加算金 - 1,070

その他 7 149

営業外収益合計 308 1,450

営業外費用

支払利息 4,043 2,833

支払手数料 203 1,696

その他 698 1,401

営業外費用合計 4,945 5,931

経常利益 350,210 396,377

税金等調整前四半期純利益 350,210 396,377

法人税、住民税及び事業税 174,072 64,885

法人税等調整額 △8,372 78,225

法人税等合計 165,700 143,110

少数株主損益調整前四半期純利益 184,510 253,266

四半期純利益 184,510 253,266
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 184,510 253,266

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 25 22

為替換算調整勘定 988 2,627

その他の包括利益合計 1,013 2,650

四半期包括利益 185,524 255,916

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 185,524 255,916

少数株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 350,210 396,377

減価償却費 42,157 66,154

社債発行費償却 632 632

のれん償却額 56,550 56,550

貸倒引当金の増減額（△は減少） - 5,734

受注損失引当金の増減額（△は減少） △35,819 2,808

賞与引当金の増減額（△は減少） 57,621 △191,672

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,705 △68,576

受取利息及び受取配当金 △300 △229

支払利息 4,043 2,833

支払手数料 203 1,696

売上債権の増減額（△は増加） △216,907 △425,460

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,558 △32,265

仕入債務の増減額（△は減少） 59,430 48,952

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 34,432 2,350

前受収益の増減額（△は減少） △132,799 △136,750

その他 △68,332 △57,551

小計 103,858 △328,417

利息及び配当金の受取額 208 229

利息の支払額 △4,182 △2,608

法人税等の支払額 △235,690 △287,533

営業活動によるキャッシュ・フロー △135,805 △618,330

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,161 △92,038

無形固定資産の取得による支出 △21,895 △25,589

敷金及び保証金の差入による支出 △78,422 △5,504

投資活動によるキャッシュ・フロー △119,480 △123,132

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 150,000 100,000

短期借入金の返済による支出 △50,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △61,230 △54,530

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,244 △1,657

社債の償還による支出 △30,000 △30,000

支払手数料の支出 - △2,501

自己株式の取得による支出 - △35

配当金の支払額 △42,244 △126,732

財務活動によるキャッシュ・フロー △34,718 △215,456

現金及び現金同等物に係る換算差額 987 1,941

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △289,016 △954,978

現金及び現金同等物の期首残高 2,244,406 2,805,512

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,955,389 ※１ 1,850,533
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

(自 平成25年７月１日 (自 平成26年７月１日

至 平成25年12月31日) 至 平成26年12月31日)

役員報酬 109,196千円 116,107千円

従業員給与賞与 261,728千円 244,370千円

研究開発費 70,409千円 132,417千円

支払手数料 112,223千円 148,463千円

減価償却費 35,775千円 56,772千円

役員賞与引当金繰入額 17,931千円 2,028千円

賞与引当金繰入額 333,034千円 205,655千円

貸倒引当金繰入額 ―千円 5,734千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

(平成25年12月31日現在)

現金及び預金勘定 1,955,389千円

現金及び現金同等物 1,955,389千円

(平成26年12月31日現在)

現金及び預金勘定 1,850,533千円

現金及び現金同等物 1,850,533千円

決算短信 （宝印刷）  2015年02月09日 17時52分 15ページ （Tess 1.40 20131220_01）

- 15 -



(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月25日
定時株主総会

普通株式 42,244 18.00 平成25年６月30日 平成25年９月26日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月25日
定時株主総会

普通株式 126,732 27.00 平成26年６月30日 平成26年９月26日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日)

当社グループの事業は、ソフトウエア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

当社グループの事業は、ソフトウエア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益 39.31円 53.96円

(算定上の基礎)

四半期純利益（千円） 184,510 253,266

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 184,510 253,266

普通株式の期中平均株式数(株) 4,693,798 4,693,779

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成25年11月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年２月12日

株式会社アバント

取締役会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 遠 藤 康 彦 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 勢 志 元 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アバン

トの平成26年７月１日から平成27年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年７月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アバント及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年２月13日 

【会社名】 株式会社アバント 

【英訳名】 AVANT CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    森川  徹治 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役財務担当    春日  尚義 

【本店の所在の場所】 東京都港区港南二丁目15番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長森川徹治及び当社最高財務責任者春日尚義は、当社の第19期第２四半期（自  平成26年10月１  

日  至  平成26年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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